
「事務局たより」号外    2017.6.14             北大生・宮澤弘幸「スパイ冤罪事件」の真相を広める会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
6.13市民集会、日比谷野音に 5200 人 

 梅雨空の下、民進・共産・社民・自由各党の党首らが、「野党は結集して“共謀罪”は断固廃案に」と力強く決意表明。

「真相を広める会」会員の伊藤陽一さんら北大ＯＢのみなさんものぼりを掲げて参加しました。安倍政権の暴走を阻止す

る道は、野党と市民の団結と世論を結集した大行動あるのみです。千代田区区労協と「真相を広める会」連名の「宮澤・

レーン・スパイ冤罪事件は訴える―“共謀罪”断固反対！」リーフレットは、8000 枚を超えました。東京は都議会議員選

挙が重なり、暑い夏がますます熱くなります。暑さを友にがんばりましょう。           （水久保文明） 

連日、国会議員会館前行動！ 

「強行採決阻止！」へ。6 月 14 日正午から行われた国

会議員会館前行動（900人参加）です。参院で廃案にさ

せるため、連日行動が続きます。“共謀罪”廃案！、安

倍改憲許すな！の声を上げ続けましょう。（福島 清） 



共謀罪 「テロ防止、条約の目的に含まず」  

政府説明否定 

国連「立法ガイド」執筆・米大教授 

 

 【ロサンゼルス長野宏美】国

際組織犯罪防止条約（ＴＯＣ条

約）締結に不可欠と政府が位置

づけ、テロ対策と強調する「共

謀罪」法案（組織犯罪処罰法改

正案）を巡り、国内法整備の指

針となる国連の「立法ガイド」

を執筆した米ノースイースタン

大のニコス・パッサス教授（５８）は１２日、毎日新聞

の電話取材に応じた。「条約はイデオロギー的、宗教的、

政治的な動機からくる犯罪を除外している」と語り、テ

ロ防止は条約の目的に含まないことを強調した。  

 パッサス氏は条約について「金銭的、物理的利益が目

的の国際的犯罪集団に対し、各国が協力して戦うため立

案された」と指摘。「テロは利益目的ではなくイデオロ

ギーに由来している」と述べた上で、「テロが何かを正

確に定義する全体的な合意ができていない」と条約から

テロを除外した理由を説明した。  

 条約は２００１年の米同時多発テロ前に起草され、そ

の後、世界情勢が変化したが、パッサス氏は「他に多く

のテロ関連の条約や国連安保理決議がある」として目的

がテロ防止にまで拡大されなかった背景を語った。  

 条約締結を巡り、政府与党は共謀罪法案が必要だとし、

不要だとする野党と対立。パッサス氏は条約参加の条件

として、利益目的での「組織的犯罪集団への参加」か「組

織的犯罪集団の重大な犯罪行為への合意」のどちらかを

罰する法律が必要だとした。また「当局の権力乱用でプ

ライバシー侵害が起きた事例が多くある」と語り、捜査

の権限強化に対する明確な基準や監督する仕組みが重要

だと助言した。 

ニコス・パッサス＝Nikos Passas 教授 

1959年 2 月、ギリシャ・アテネ生まれ。米ノースイース

タン大犯罪学・刑事司法学科教授。国際組織犯罪防止条

約の締結に向けた国内法整備などの指針となる国連の

「立法ガイド」を執筆。  

 毎日新聞 2017年 6月 14日 東京朝刊 

 

 

 

東京新聞 2017 年 6月 14日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://mainichi.jp/ch151126928i/%E5%85%B1%E8%AC%80%E7%BD%AA

